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COVID-19後の公衆衛生対応の強化に向けて米国 CDC の概説と

日本版 CDC 構想への論点整理
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目的 米国 CDC について概説し，今般の COVID-19拡大とその対応を受けて今後日本版 CDC を

構想する際に検討するべき論点について提案する。

方法 筆者らが CDC を訪問した際のインタビュー，ウェブサイト等からの情報をもとに，CDC

について概説した。その上で，日本版 CDC に関する既存の見解や本邦の現状，COVID-19対

応の教訓を踏まえて日本版 CDC を構想する上で検討するべき論点を整理した。

結果・結論 CDC は「健康，安全，セキュリティの脅威から米国を守る」ことをミッションとす

る，公衆衛生の主導的立場にある米国連邦政府機関である。実地疫学，緊急準備と対応，サー

ベイランス・統計調査，検査方法・調査方法の開発，情報発信，人材育成，検疫，予算配分な

どを行っており，COVID-19にも様々な対応をしている。日本版 CDC を構想する際には，対

象とする疾患や課題のスコープ，組織体制，ミッション，科学的中立性の担保，人材育成のあ

り方などについて議論する必要がある。
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 は じ め に

2020年初頭より，新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）が世界的に猛威を奮っている。欧米

と比較すると本邦の感染者数，死者数は少ないが，

ダイヤモンド・プリンセス号対応1)を含め，これま

で政府が行った対応のいくつかには疑問の声が挙

がっている。

2 月17日の衆議院予算委員会において安倍内閣総

理大臣は，感染症のコントロール専門家機関として

米国の Centers for Disease Control and Prevention

（CDC，米国疾患予防管理センター以下本稿にお

いて単に「CDC」と記載した場合には，米国 CDC

を指す）に類する組織設立を検討する旨の答弁を

行った2)。また，日本医師会は，過去にも日本医学

会と共同で「日本疾病予防情報センター（Japan

CDC）創設」を総理大臣に要望した経緯がある3)が，

同月，「新型コロナウイルス対策に関する要望書」4)

を提出し，感染症危機管理体制の強化，ならびに健

康医療情報を学術的な見地から国民に発信し情報共

有ができる「日本版 CDC」創設を改めて総理大臣

へ要望した。3 月には新型インフルエンザ等対策特

別措置法の一部を改正する法律案に対する附帯決議

に日本版 CDC 等の設置が盛り込まれたが，ここで

は，「専門的知見を活用し，感染症対策を一元的に

担う危機管理組織」とされている5)。

このように COVID-19の拡大を受けて「日本版

CDC 」の創設が現実味を帯びてきているが，求め

る機能等については論者ごとに意見が異なり，

CDC のミッションや広範な機能を俯瞰した議論に

は至っていない。そこで，CDC の機能を本邦の現

状に照らして整理することは，COVID-19後の本邦
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図 CDC の組織図

文献10)に準じて，筆者らが邦訳した。
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の健康危機管理体制等の仕組みに関する議論の嚆矢

となると考えるに至った。

本稿では，書籍6)，論文7)，ウェブサイト8)，現・

元職員等を対象としたインタビュー等を通じて収集

した情報をもとに，CDC の概要・機能について概

説し，その上で日本版 CDC を構想する際に検討す

るべき論点について提案する。

 CDC の概要・機能

CDC のミッションは「健康，安全，セキュリ

ティの脅威から米国を守る」ことであり，公衆衛生

活動，調査を行う。基礎・臨床研究を行う National

Institutes of Health（NIH，米国国立衛生研究所）

のミッションの「生命体の行動や性質についての根

本的な知識を探求し，それらの知識を健康の増進，

寿命の延長，疾病と障害の低減に応用する｣9)と比

較すると，違いが鮮明になる。

CDC には常勤だけで約10,000人の職員がおり，

2020年度予算成立時の予算額は76.9億ドルである。

その 5 割弱が感染症対策と危機対応に，3 割強が慢

性疾患予防，健康増進，傷害予防，産業保健，環境

保健，母子保健などの分野に充てられている。組織

図を図 1 に示す10)。

CDC の活動を，以下に説明する。

1) 実地疫学（Epi-Aid）

CDC の実地疫学の調査・対応は Epi-Aid と

呼ばれ，州や他国の求めに応じて即時に現地に

出動する。出動の中心は Epidemic Intelligence

Service（EIS）O‹cerと呼ばれる研修生であり

（後述），感染症に限らずあらゆるハザードに対

応する。13 週間の対応期間中，人的・物的リ

ソースを提供し，調査と助言を行う。

2 ) 緊急準備と対応（ emergency preparedness

and response，EPR）

CDC 本部にある Emergency Operations Cen-

ter（EOC，緊急オペレーションセンター）に

ス タッ フが 常駐 し， 緊急 時に は Incident

Management System（IMS）を発動させ，即時

に対応できるように体制整備されている11)。専

門家の派遣，現場への物資・設備の配備の調

整，対応活動のモニタリング，州・地方の公衆

衛生当局へのリソースの提供などを行う。

3) サーベイランス，統計調査

National Notiˆable Disease Surveillance Sys-

tem（NNDSS）と呼ばれる疾患動向調査や，

健康に関わる統計（National Death Index, Na-

tional Health and Nutrition Examination Survey

など），疾患別の調査（National Program of

Cancer Registries など）など，所管する様々な

疾患等のサーベイランスや統計調査を行う。

4) 検査法，調査法の開発

公衆衛生対応やサーベイランスのための検査

法や調査法の開発を行う（過去には SARS コ

ロナウイルスの全塩基配列の解読も行った）。

5) 情報発信

ウェブサイトやソーシャルメディアによる情
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報発信，啓発プログラム，Health Alert Net-

work（HAN，保健警告ネットワーク）を介し

た緊急情報発信，Mortality and Morbidity

Weekly Report（MMWR）等の定期刊行物，

ガイドライン等の公開を行っている。

6) 人材育成

先述の EIS をはじめ，数多くの研修プログ

ラムを提供し，幅広い公衆衛生人材の育成を

行っている。EIS は CDC で最も伝統のある 2

年間の研修プログラムであり，医療系資格に加

えて修士の学位，または博士の学位を持つ者が

さらに研鑽を積む高度人材教育の場である。

EIS o‹cer は，Epi-Aid も含め，様々な公衆衛

生上の課題に対して疫学的な対応を行う。

CDC は EIS をモデルとする他国向けの Field

Epidemiology Training Program（実地疫学研修

プログラム，FETP）の支援も行っている。本

邦では国立感染症研究所が実地疫学専門家養成

コース（FETP-J）として運営しており，CDC

の支援を受けている12)。

7) 検疫

全米20箇所に設置されている検疫所を所管す

る。検疫所には検疫・隔離などの様々な権限が

与えられている。

8) 予算配分

CDC は州の保健当局などに対して，上記

1)7)の業務委託などのために予算配分をして

いる。

このように CDC は様々な機能を持つ一方で，行

政執行や医療行為は行わない。また政治的判断や省

庁間の調整も CDC の機能に含まれない。たとえ

ば，大統領や知事は，CDC の助言を参考にするも

のの，他の要素も考慮した上で独自に政治的判断を

行う。また省庁内・省庁間の調整は，O‹ce of the

Assistant Secretary for Preparedness and Response

（ASPR，事前準備・対応担当次官補局)13)が行う。

なお，CDC 職員は政治的発言やロビー活動を禁止

されている。

CDC には，civilians（文民）だけでなく，US

Public Health Service Commissioned Corps（米国公

衆衛生士官部隊）の隊員も勤務する。米国公衆衛生

士官部隊は陸軍など制服組（Uniformed Service）と

呼ばれる武官組織の 1 つで，約6,500人の士官で構

成される。平時は CDC をはじめとする連邦機関等

に配属されて業務に従事するが，非常時には一時的

に配属先の指揮系統から外れて配備される。

CDC は現在，COVID-19対応を最優先で行って

いる。2020年 1 月 7 日に COVID-19に対する IMS

を立ち上げたのち，21日に COVID-19を EOC の活

動に位置付けた。CDC は以下に挙げる様々な活動

を行っている

全体―全米の検査数，陽性数の把握，公開

医療従事者・医療機関―100種類以上のガイド

ライン作成，検査法の開発（リアルタイム

PCR など），医療資源の準備状況を把握するた

めの調査

州等―対策の状況の把握，緊急対応のための予

算配分，検査等の技術的支援やガイドラインの

提供

コミュニティ，ビジネス，教育機関など―それ

ぞれに関係するガイドラインの提供

渡航者―国別の渡航に関する勧告の発信，入国

者の検疫・隔離，帰国者の支援

一般向け―ウェブサイト等での情報提供

米国の COVID-19の死者数・患者数が多い理由

については今後の検証が待たれるところだが，今回

の事前準備・対応についてトランプ政権と CDC に

対する批判の声も上がっている。第 1 に，大規模感

染を担当する NSC の部局である the Global Health

Security and Biodefense unit が2018年に廃止され，

CDC からの情報が NSC 内で共有されにくくなっ

たと言われている14)。第 2 に，CDC 北京支局の大

幅な人員削減が，武漢での疾患発生後の米国の対応

の遅れの一因とする報道がある15)。第 3 に，記者会

見などで CDC が直接情報発信する機会が少ない。

トランプ大統領の記者会見に同席する専門家は，

NIH National Institute of Allergy and Infectious Dis-

eases のファウチ所長とタスクフォースのバークス

博士が主であり，CDC のレッドフィールド所長が

直接メッセージを発することは多くない。なお，

CDC は COVID-19に関する電話記者会見を 3 か月

以上開催しなかった時期があり，状況の改善を求め

る訴訟まで起きていた16)。第 4 に，CDC が初期に

提供した PCR 検査キットに不備があり，混乱を招

いたとも言われている17)。

 日本版 CDC を構想する際に検討するべき

論点

本邦において CDC の機能を担うと考えられる機

関を表 1 にまとめた。行政機関，国立感染症研究所

などの施設等機関，独立行政法人まで，多くの機関

が担っており，CDC のように 1 つの組織や連合体

にはなっていない。危機対応についても，EOC に

あたる常設本部機能がなく，FETP-J，2015年度に

開始した感染症危機管理専門家（IDES）養成プロ

グラム18)の対象は感染症に限定されている。サーベ
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表 本邦における CDC の機能を担う機関

機 能 機 関 名

実地疫学
国立感染症研究所，国立保健医療科学院，国立国際医療研究センター，都道府県，市区町村，保

健所，地方衛生研究所など

緊急対応
内閣官房，厚生労働省，国立感染症研究所，国立保健医療科学院，国立国際医療研究センター，

都道府県，市区町村，保健所，地方衛生研究所など

サーベイランス，

統計調査

総務省（統計局），厚生労働省，国立感染症研究所，国立医薬品食品衛生研究所，国立環境研究

所，医薬基盤・健康・栄養研究所，国立高度専門医療研究センター（ナショナルセンター），都

道府県，市区町村，保健所，大学など

検査方法，調査方

法の開発

国立感染症研究所，国立医薬品食品衛生研究所，国立環境研究所，労働安全衛生総合研究所，医

薬基盤・健康・栄養研究所，ナショナルセンター，都道府県，市区町村，保健所，地方衛生研究

所，大学など

情報発信

厚生労働省，国立感染症研究所，国立保健医療科学院，国立医薬品食品衛生研究所，医薬基盤・

健康・栄養研究所，ナショナルセンター，都道府県，市区町村，保健所，地方衛生研究所，感染

症情報センターなど

人材育成 国立保健医療科学院，国立感染症研究所（FETP-J），大学など

検疫 検疫所

予算配分 AMED，厚生労働省など
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イランス機能は，たとえば総務省統計局や厚生労働

省が政府統計を担うのに加えて，がん登録のよう

に，独立行政法人が委託している場合も多い。情報

発信も，疾患，組織ごとに分かれている。

これらの状況から，日本版 CDC を構想する際に

検討するべき論点として，以下の点が考えられる。

1) 対象とする疾患や課題（スコープ）をどう定

めるか

感染症の危機対応に限るのか，その他の緊急

対応も含めるのか，加えて緊急対応以外の健

康，安全上の課題（慢性疾患など）も日本版

CDC のスコープに含めるのか。本邦では

CDC＝感染症専門機関という認識が強いが，

CDC でも世界でも現在の標準は all-hazards ap-

proach であり，感染症に限らず，様々な緊急

事態，重要疾患に対応する組織のほうが望まし

いと考える。COVID-19の事象においても全体

最適を目指す重要性が再認識されたところであ

る。また，健康関連の政府統計やサーベイラン

ス，情報発信についても，手法やリソースの共

有が可能と考えられ，日本版 CDC に位置付け

ることが望ましいと考える。たとえば超過死亡

の観点から人口動態統計を解析することは，疾

患横断的なサーベイランスに含まれる。

COVID-19を受けて，当初は緊急対応（とくに

感染症）が中心課題となるかもしれないが，緊

急対応以外の重要な機能・課題があることを認

識した上で，将来的には日本版 CDC に位置付

けるべきである。

2) どのような組織体制が望ましいか

新たな組織を立ち上げて CDC が担う機能を

統合するのか，既存の組織を“centers”として

改組するのか，より緩やかな連携を持って

“centers”と称するのか。主要な機能が多機関

に分散している現状を踏まえると，1 つにまと

めるのは困難が予想される。緩やかな連携から

始めるのが現実的だろうが，次項に記すミッ

ションについては深く共有できる体制作りが望

ましい。

3) ミッションはどうあるべきか

CDC が担う機能を果たすには，新規性を重

視した学術論文の発表よりも，精緻なサーベイ

ランスの結果を正しく出し続けること，組織と

して一貫したメッセージを出すことの方が重要

な場面が多いかもしれない。このように CDC

の業務には，利他的で，必ずしも個人が注目を

浴びて称賛されない部分がある。「国民を健康

と安全の脅威から守る」などの高邁なミッショ

ンを立てること，ミッション達成に向けた着実

な業務遂行を評価する評価軸を持つことが重要

であると考える。

4) 科学的中立性をどのように担保するか

CDC の場合，科学的助言が必ずしも政策に

反映されない，即ちホワイトハウスと一定の距
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離があることにより，科学的中立性が担保され

ているとも言える。本邦で CDC を構想する場

合，科学的中立性の担保については入念な議論

が求められる。端的に言えば，ジェイコブスが

「市場の倫理 統治の倫理」19)で論じたように，

政治と科学の道徳体系は異なっており，これら

が交わることで腐敗が起こりやすくなるからで

ある。

5) 日本版 CDC における人材育成はどうあるべ

きか

EIS のような高度人材育成プログラムを質・

量ともに充実させることが必要である。加え

て，統計調査，検査法の開発，情報発信などに

も専門知識が必要であり，これらの高度人材を

育成するプログラムを導入することが望ましい。

上記の論点を十分に議論した上で，日本版 CDC

が設立される，あるいは担うべき機能が拡充される

ことは望ましいと筆者らは考えるが，それだけで公

衆衛生上の課題がすべて解決されるわけではない。

日本版 CDC の機能が十分に果たされるためにも，

それ以外の部分で以下の点があわせて整備されるこ

とが非常に重要である

1) 日本版 CDC の科学的助言を受け止めて行動

する行政組織

国も地方も，日本版 CDC の発信するガイド

ライン等や助言を受け止めて，行動に移す必要

がある。そのためには，内閣官房や厚生労働省

の会議や都道府県関係者との連絡会議の場で定

期的に情報共有すること，加えて緊急情報を共

有するシステムを整備することが重要である。

さらに，国と地方が政策上の課題について日本

版 CDC に科学的な助言や調査を依頼すること

のできる仕組みも作ることが望ましい。これら

の情報共有については原則内容を公開し，日本

版 CDC の情報提供や助言とそれに基づいた政

策立案を遡及して検証できるようにするべきで

ある。

2) 地方の行政機関（保健所・地方衛生研究所な

ど）の機能拡充

今回の COVID-19対応においても，保健所

と地域衛生研究所はフル回転の対応をしてい

た。一方で，人員は不足し，地域衛生研究所に

至っては根拠法がない状況である20)。今後の緊

急対応を考える上では，保健所や地方衛生研究

所の機能拡充が重要であり，人員確保を通じて

職員の待遇を改善すること，そのためにも地方

衛生研究所については根拠法を作り設置基準を

定めることが望まれる。

3) 公衆衛生人材の育成

大学院レベルの公衆衛生人材の育成は，これ

まで保健医療科学院や公衆衛生大学院などが

担ってきた。保健医療科学院の課程修了者や

Master of Public Health（MPH，公衆衛生修

士），社会医学系の博士取得者を増やすこと

で，日本全体における公衆衛生人材の裾野が拡

がると考えられる。これら修了者が日本版

CDC や保健所等において活躍することで，教

育を受けた公衆衛生人材の重要性が一般に認知

され，更なる登用に繋がることが期待される。

4) 科学的知見に基づき行動する意識の醸成

ガイドラインや助言を政府だけでなく国民も

受け止めてそれぞれの行動に移さなければ，十

分な効果は得られない。国民の科学的なリテラ

シーを高めることが重要であり，教育やメディ

アを通じた啓発活動を充実させるべきである。

 終 わ り に

本稿では，CDC の概要をまとめた上で，日本版

CDC を考える際に必要な論点等を提起した。

COVID-19の早期の終息を祈ると同時に，今回得た

教訓をもとに本邦の公衆衛生が向上することを期待

する。本稿が議論の材料となれば幸いである。

COVID-19により亡くなられた方々とご遺族の皆様

に，謹んでお悔やみを申し上げるとともに，罹患された

方々，不便や困難を強いられている皆様には心よりお見

舞い申し上げます。また，対応にあたる保健医療福祉関

係者，行政関係者，感染・混乱が起きないように対策を

取りながら生活に必要なインフラを支える皆様に，深甚

なる敬意を表します。

本発表は平成2830年度 国立がん研究センター研究開

発費「国立高度専門医療研究センター独自の政策調査機

能に関する研究」（研究代表者 藤原康弘），令和 12 年度

横断的研究推進に係る運営費交付金「6NC 連携による医

療政策研究等を目的とした NDB 研究体制構築のための

研究」（研究代表者 植木浩二郎（令和元年度）・磯博康

（令和 2 年度））の助成によって行われた。

本稿の作成にあたり，Dr. Meda E. Pavkov（CDC），山

本秀樹先生（帝京大学），小林廉毅先生（東京大学），遠

山千春先生，山岸良匡先生，太刀川弘和先生，佐方信夫

先生，高橋晶先生，黒田直明先生，岩上将夫先生，渡邊

多永子先生（筑波大学），上記研究班のメンバーより助言

と情報提供をいただいた。心から感謝を申し上げる。

本稿は，2020年 4 月 9 日に日本学術会議第二部大規模

感染症予防・制圧体制検討分科会（第 1 回）で杉山雄大

が行った講演をもとに情報を追加してまとめたものであ

る。分科会委員長の秋葉澄伯先生を初め，発表の機会と

コメントをいただいた先生方に感謝申し上げる。

本投稿論文で示された意見は筆者ら自身のものであ
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り，所属する組織を代表するものではない。

本研究に関し開示すべき利益相反はない。
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